
１　各会計決算状況 （単位：千円）

形 式 収 支

歳 入 （ Ａ ） 歳 出 （ Ｂ ） （Ａ）－（Ｂ）

17,154,114 16,870,601 283,513 

2,656,825 2,613,188 43,637 

216,853 213,269 3,584 

保 険 勘 定 1,721,402 1,670,826 50,576 

サービス勘定 93,549 90,037 3,512 

計 1,814,951 1,760,863 54,088 

154,954 154,954 0 

1,216,388 1,216,388 0 

43,202 43,202 0 

収 益 的 収 支 6,078,726 6,403,836 △ 325,110 

資 本 的 収 支 674,403 696,071 △ 21,668 

計 6,753,129 7,099,907 △ 346,778 

収 益 的 収 支 362,112 348,654 13,458 

資 本 的 収 支 139,794 247,092 △ 107,298 

計 501,906 595,746 △ 93,840 

30,512,322 30,568,118

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計

合 計

企

業

会

計
水 道 事 業 会 計

病 院 事 業 会 計

会 計 区 分
決 算 額

特

別

会

計

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

熊 石 地 域 簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計

一　　般　　会　　計

下 水 道 事 業 特 別 会 計



【決算の状況】

■国民健康保険事業特別会計は、歳入歳出差引４，３６３万７千円の剰余金が生じ、翌年度へ繰り越しております。

■介護保険事業特別会計の保険事業勘定は、歳入歳出差引５，０５７万６千円の剰余金が生じ、介護給付費準備基金
に４，９００万円を積み立て、残額１５７万６千円を翌年度へ繰り越しております。

■水道事業会計の収益的収支は、４３０万８千円の当年度純利益を生じました。資本的収支は、１億７２９万８千円
の収支不足額となっており、過年度分損益勘定留保資金９，８１５万４千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的
収支調整額９１４万４千円で補填しております。

■病院事業会計の収益的収支は、総合病院で２億８，５９３万８千円の純損失、国保病院で４，１５９万５千円の純
損失を生じました。
　純損失が多額となった要因は、総合病院については医療機器の更新に伴う減価償却費用の増加や出張医師に係る賃
金及び医師派遣手数料の増加、国保病院については外来患者数の減少に伴う外来収益の減少や臨時医師に係る賃金及
び退職給付費などの増加が大きな要因となっております。
　資本的収支は、総合病院で収入及び支出ともに６億４，４２６万８千円となっておりますが、不足額を一般会計補
助金２億１，８０８万４千円で補ったものであります。国保病院では２，１６６万９千円の収支不足額となってお
り、過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額４万２千円、過年度分損益勘定留保資金２，１６２万７千円で
補填しております。

■後期高齢者医療特別会計は、歳入歳出差引３５８万４千円の剰余金が生じ、翌年度へ繰り越しております。

■令和元年度一般会計の決算状況は、歳入総額で１７１億５，４１１万４千円、歳出総額は１６８億７，０６０万１
千円で、差し引き２億８，３５１万３千円の剰余金を生じました。この剰余金の中には、翌年度へ繰り越して使用す
る財源２，７１６万４千円が含まれ、実質的には２億５，６３４万９千円の剰余金となり、このうち１億６，０００
万円を財政調整基金に積み立て、残額の９，６３４万９千円を翌年度へ繰り越しております。

■介護保険事業特別会計のサービス事業勘定は、歳入歳出差引３５１万２千円の剰余金が生じましたが、その全額を
翌年度へ繰り越して使用する財源としております。



２　一般会計決算状況

①決算の状況

（単位：千円）

Ａ 歳入総額 17,154,114 19,215,637 △ 2,061,523 △ 10.7

Ｂ 歳出総額 16,870,601 18,610,101 △ 1,739,500 △ 9.3

Ｃ 歳入歳出差引　（Ａ－Ｂ） 283,513 605,536 △ 322,023 △ 53.2

Ｄ 翌年度に繰り越すべき財源 27,164 6,400 20,764 －

Ｅ 実質収支　（Ｃ－Ｄ） 256,349 599,136 △ 342,787 △ 57.2

Ｆ 単年度収支 △ 342,787 96,108 △ 438,895 －

Ｇ 積立金 168 15 153 －

Ｈ 繰上償還金 0 0 0 －

Ｉ 積立金取崩額 235,000 450,000 △ 215,000 －

Ｊ 実質単年度収支　（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ） △ 577,619 △ 353,877 △ 223,742 －

平成３０年度区分 比較増減 増減率（％）令和元年度



②歳入

【一般会計歳入決算額の状況】 （単位：千円、％）

　　比　　　　　　　　　較

（A） 構成比 （B） 構成比 （Ａ）－（Ｂ）（Ｃ） （Ｃ）／（Ｂ）％

町税 1,965,752 11.5 1,951,080 10.2 14,672 0.8

分担金負担金 40,860 0.2 54,181 0.3 △ 13,321 △ 24.6

使用料及び手数料 239,117 1.4 245,920 1.3 △ 6,803 △ 2.8

財産収入 82,370 0.5 80,843 0.4 1,527 1.9

寄附金 2,456,249 14.3 3,681,128 19.2 △ 1,224,879 △ 33.3

繰入金 1,873,710 10.9 3,692,644 19.2 △ 1,818,934 △ 49.3

繰越金 105,536 0.6 98,312 0.5 7,224 7.3

諸収入 399,568 2.3 647,656 3.4 △ 248,088 △ 38.3

小 計 7,163,162 41.7 10,451,764 54.5 △ 3,288,602 △ 31.5

地方譲与税 150,856 0.9 135,605 0.7 15,251 11.2

利子割交付金 1,629 0.0 3,260 0.0 △ 1,631 △ 50.0

配当割交付金 5,265 0.0 4,431 0.0 834 18.8

株式等譲渡所得割交付金 3,405 0.0 3,862 0.0 △ 457 △ 11.8

地方消費税交付金 323,883 1.9 342,339 1.8 △ 18,456 △ 5.4

自動車取得税交付金 15,043 0.1 30,474 0.2 △ 15,431 △ 50.6

環境性能割交付金 4,343 0.0 - - 皆増 皆増

国有提供施設等所在市町村助成交付金 79,514 0.5 69,514 0.4 10,000 14.4

地方特例交付金 23,915 0.2 6,343 0.0 17,572 277.0

地方交付税 5,660,936 33.0 5,558,084 28.9 102,852 1.9

交通安全対策特別交付金 1,929 0.0 1,910 0.0 19 1.0

国庫支出金 1,130,673 6.6 751,633 3.9 379,040 50.4

道支出金 739,352 4.3 1,082,326 5.6 △ 342,974 △ 31.7

町債 1,850,209 10.8 774,092 4.0 1,076,117 139.0

小 計 9,990,952 58.3 8,763,873 45.5 1,227,079 14.0

17,154,114 100.0 19,215,637 100.0 △ 2,061,523 △ 10.7

令 和 元 年 度 平 成 ３ ０ 年 度

合 計

区

分
科 目

自

主

財

源

依

存

財

源



【町税の状況】

一 1,936,670 25,011 1,961,681 1,946,591 0.8

1 1,936,670 25,011 1,961,681 1,946,591 0.8

(1) 932,772 13,877 946,649 958,783 △ 1.3

(ｱ) 個　　　　　　人 776,368 12,315 788,683 770,703 2.3

(ｲ) 法　　　　　　人 156,404 1,562 157,966 188,080 △ 16.0

(2) 792,144 10,621 802,765 777,724 3.2

(ｱ) 純固定資産税 774,528 10,621 785,149 761,230 3.1

(ｲ) 交付金納付金 17,616 17,616 16,494 6.8

(3) 39,298 513 39,811 37,967 4.9

(4) 172,456 172,456 172,117 0.2

(5) 0 0 0

二 4,069 4,069 4,432 △ 8.2

1 4,069 4,069 4,432 △ 8.2

1,940,739 25,011 1,965,750 1,951,023 0.8

（徴収率は調定額から不納欠損額及び収入済額から還付未済額を控除した後の算定率）

普      通      税 98.0 94.7 94.1

平成３０年度

26.4

区　　　　　　　分

徴　　収　　率（％）
令和元年度

合計 平成３０年度

94.7 93.9

法 定 普 通 税 98.0 94.7 94.1

町　　民　　税 97.6

26.4

31.5

固定資産税 98.1 93.8 93.121.9

94.0 93.6

99.5 98.6 95.0

97.2

52.3

30.0

93.7 92.9

100.0 100.0 100.0

21.998.1

町 た ば こ 税 100.0 100.0 100.0

軽 自 動 車 税 97.6 93.7 93.523.4

94.8 94.1

100.0 100.0

100.0 100.0

26.4

　　（単位：千円）

収　　入　　済　　額

伸  率
  (%)滞納繰越分 現年課税分 滞納繰越分現年課税分 合　　計

合　　　　　　計 98.0

入　　　湯　　　税 100.0

特別土地保有税

目　　　的　　　税 100.0



③歳出

【目的別決算額の状況】
（単位：千円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比

議会費 66,680 0.4 74,830 0.4 △ 8,150 △ 10.9

総務費 4,122,647 24.4 7,340,671 39.4 △ 3,218,024 △ 43.8

民生費 2,344,250 13.9 2,016,836 10.8 327,414 16.2

衛生費 2,537,965 15.1 2,348,797 12.6 189,168 8.1

労働費 53,921 0.3 58,888 0.3 △ 4,967 △ 8.4

農林水産業費 690,156 4.1 954,487 5.1 △ 264,331 △ 27.7

商工費 326,030 1.9 288,278 1.6 37,752 13.1

土木費 1,353,244 8.0 1,386,224 7.4 △ 32,980 △ 2.4

消防費 251,357 1.5 201,899 1.1 49,458 24.5

教育費 1,760,787 10.4 622,742 3.4 1,138,045 182.7

災害復旧費 11,277 0.1 13,972 0.1 △ 2,695 △ 19.3

公債費 1,427,186 8.5 1,385,614 7.5 41,572 3.0

諸支出金 36,371 0.2 17,807 0.1 18,564 104.3

職員費 1,888,730 11.2 1,899,056 10.2 △ 10,326 △ 0.5

合 計 16,870,601 100.0 18,610,101 100.0 △ 1,739,500 △ 9.3

増減率科目（款）
令和元年度 平成３０年度

比較増減



【性質別決算の状況】

（単位：千円、％）

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比

1,991,685 11.8 1,977,307 10.6 14,378 0.7

2,770,337 16.4 4,244,013 22.8 △ 1,473,676 △ 34.7

292,386 1.7 351,635 1.9 △ 59,249 △ 16.8

1,384,611 8.2 1,273,527 6.8 111,084 8.7

2,025,497 12.0 1,633,693 8.8 391,804 24.0

1,427,176 8.5 1,385,604 7.4 41,572 3.0

元 利 償 還 金 1,427,141 8.5 1,385,568 7.4 41,573 3.0

一 時 借 入 金 利 子 35 0.0 36 0.0 △ 1 △ 2.8

2,509,380 14.9 4,057,031 21.8 △ 1,547,651 △ 38.1

509,680 3.0 457,952 2.5 51,728 11.3

1,260,162 7.5 1,485,871 8.0 △ 225,709 △ 15.2

2,699,687 16.0 1,743,468 9.4 956,219 54.8

普 通 建 設 事 業 費 2,688,865 15.9 1,729,567 9.3 959,298 55.5

災 害 復 旧 事 業 費 10,822 0.1 13,901 0.1 △ 3,079 △ 22.1

16,870,601 100.0 18,610,101 100.0 △ 1,739,500 △ 9.3歳 出 合 計

令和元年度
区　　　　　　　　　分

補 助 費 等

公 債 費

内
訳

積 立 金

繰 出 金

投 資 的 経 費

内
訳

平成３０年度
比較増減 増減率

投 資 及 び 出 資 金 貸 付 金

人 件 費

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費



④基金の状況

（単位：千円）

令和元年度末残高 平成３０年度末残高 比較増減

1,291,598 1,026,430 265,168

544,339 544,214 125

公共施設整備基金 2,576,542 2,537,430 39,112

まちづくり振興基金 122,520 122,508 12

中山間ふるさと水と土保全基金 5,325 5,324 1

地域福祉基金 31,691 31,691 0

ふるさと振興基金 80,424 80,424 0

地域振興基金 1,100,000 1,100,000 0

ふるさと応援基金 4,032,893 3,215,200 817,693

森林環境譲与税基金 13,559 - 13,559

特定目的基金計 7,962,954 7,092,577 870,377

9,798,891 8,663,221 1,135,670

16,117 16,449 △ 332

608 527 81

10,391,896 9,135,719 1,256,177

645 555 90

⑤地方債現在高の状況

（単位：千円）

令和元年度末残高 平成３０年度末残高 比較増減

12,977,009 12,480,620 496,389

16,117 16,449 △ 332

805 759 46

25,845,218 25,426,773 418,445

1,604 1,546 58

一般会計地方債現在高

年度末現在人口　（人）

町民一人当たり

町民一人当たり

全会計の基金残高（現金）

町民一人当たり

年度末現在人口　（人）

町民一人当たり

全会計の地方債現在高

特
定
目
的
基
金

基 金 名

財政調整基金

減債基金

合 計


